
研究 教育 社会貢献・グローバル化
「世界と競える先端研究力の強化」に向けて 「高度なイノベーションリーダーの養成」に向けて 「国際社会との対話力を持った教育研究の推進」に向けて

◇国際共同研究の推進（グローバルイノベーション研究院） ◇多様な教育プログラムの実施 ◇グローバル化、留学支援

・３つの重点研究分野（食料・エネルギー・ライフサイエンス）において、世界
　トップレベルの外国人研究者と本学教員により戦略的研究チームを組織し、
　国際共同研究を推進
・学長裁量経費による教員・博士後期課程学生の海外渡航支援などの取組を実施

・「リーディング大学院プログラム（５年一貫制博士課程）」や「グローバル・
　プロフェッショナル・プログラム（９年一貫の教育プログラム）」等を実施
・高度なイノベーションリーダーの養成に向けて「博士ビジョナリープロモー
　ション」に取り組むなど、多様な教育プログラムを展開

・「AIMSプログラム」や「トビタテ！留学JAPAN日本代表プログラム」、大学間
　交流協定締結校との学生の相互交流を実施
・バディ学生制度の運用や、「海外危機管理セミナー」等を開催するなど、留学を
　サポートする取組も実施

◇若手研究者、女性研究者の育成・支援 ◇学生へのキャリア支援、経済的支援 ◇教育研究成果を題材とした公開講座、講演会等の実施

・テニュアトラック制度において、先端研究に触れる環境（グローバルイノベー
　ション研究院へ配置）整備や異分野交流会の開催等により、若手研究者を育成
・「ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（牽引型）において、国際共同
　研究に対する補助や病児・病後保育等の利用に関する補助制度を実施

・修学支援事業基金による経済的支援や、博士後期課程の内部進学者に対する
　奨励奨学金の増額等を実施
・就職ガイダンス等に加え、同窓会等と連携した合同企業説明会や、博士人材
　を対象としたキャリアイベントを実施

・公開講座や、近隣市と連携した大学連携講座、JMOOCを活用した無料オンライン
　講座を開催
・東日本大震災以来取り組んできた復興支援プロジェクトの実績を生かし、福島県
　郡山市との連携による「スーパーアグリサイエンススクール」を実施

「日本の産業界を国際社会に向けて牽引」に向けて 「国際社会との対話力を持った教育研究の推進」に向けて 業務運営
◇産学官連携の取組 ◇教育の国際的な質保証 ◇事務組織の見直し、業務の効率化・合理化

・本学の研究シーズと企業のイノベーションニーズのマッチングを目的とした
　「共同研究シーズ説明会」等を開催
・大型の共同研究者に対する「産官学連携奨励費」の支給やスペースの優先的
　使用権の付与等のインセンティブによる支援を実施

・ダブルディグリープログラムや、英語のみによる学位取得可能なコースの設定、
　英語で授業を行うための教員向けＦＤ研修やセミナー等を実施
・新たなフィールド実習（農学部）、研究室体験配属を全学科で開始（工学部）
　するなど能動的学習を促す授業開発

・大学戦略の統合的な検討を可能にする体制（IR担当と計画評価担当の統合）や
　ワンストップサービスを実現する体制（小金井地区事務部の集約）の整備
・事務作業の軽減等を目的とした電子申請の導入（雇用保険・社会保険）や、
　旅費・謝金制度の見直し等の実施

◇大規模プロジェクト獲得に向けた取組 ◇他大学との連携による教育の実施 ◇基金の募集活動、資産の有効活用

・大規模学術研究獲得ＷＧを設置し、個々の優れた研究活動の拠点化について
　検討
・大型外部資金の獲得につながる研究プロジェクトを学内公募により選出、
　申請準備に必要な経費を支援

・電気通信大学、東京外国語大学との三大学連携により、「文理協働型グローバル
　人材育成プログラム」を実施
・平成30年４月に岩手大学との共同獣医学専攻を設置

・合同企業説明会やＯＢ・ＯＧとの懇談会等で基金の募集活動
・文部科学大臣から業務上の余裕金の運用に係る認定を受け、29年度当初計画と
　比べて２倍の収益を確保

（注）事項毎に百万円未満切捨で作成しているため、合計が積み上がらない場合があります

【 ビジョン、主な取組及びその成果 】

【 財 源・ 費 用 】

第３期ビジョン『世界が認知する研究大学へ －世界に向けて日本を牽引する大学としての役割を果たすー 』
→４つの機能強化戦略 「世界と競える先端研究力の強化」「日本の産業界を国際社会に向けて牽引」「国際社会との対話力を持った教育研究の推進」「高度なイノベーションリーダーの養成」

◇企業の人事担当者から見た大学のイメージ調査
（日本経済新聞社と日経HRの共同調査／2018年6月）

⇒「総合ランキング」全国３位
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（単位：百万円） 共同研究収入
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（単位：報） 国際共著論文数（常勤教員一人あたり） ◇QSアジア大学ランキング2018
（クアクアレリ・シモンズ社が毎年発表する大学ランキング）

⇒「教員あたり論文数」日本国内２位

◇実は研究力のある国立大学BEST５０
（週刊東洋経済／2018年2月）

⇒  全国７位（研究費当たり論文数）
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（単位：百万円）

経常収益 13,256

運営費交付金収益 5,881

学生納付金収益 2,758

施設費収益 87

外部資金収益（※） 2,256

補助金等収益 563

その他収益 1,708

※ 外部資金収益＝共同研究収益、受託研究等収益、寄附金収益

（単位：百万円）

経常費用 13,722

業務費 12,816

　（教育経費） 1,486

　（研究経費） 1,605

　（教育研究支援経費） 573

　（受託研究費等） 1,616

　（人件費） 7,533

一般管理費 876

その他費用 29


